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１．はじめに   

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，首

都圏の鉄道は施設の点検等のため長時間にわたり運

行を停止し，多数の帰宅困難者が発生した．また，

その後の計画停電では，部分的な運休や運行頻度の

削減等が行われ，通勤・通学をはじめとして利用者

に多大な影響を及ぼした． 

このように鉄道の運行が広範囲に停止された場合，

経済社会活動への影響は甚大である．今後想定され

ている首都直下地震への対応の観点からも，鉄道の

運行停止・再開等による地域別の移動可能性を分析

することは，意義があるものと考えられる． 

そこで本研究では，災害時における鉄道の運行再

開のあり方を検討する一助として，鉄道の運行状況

に基づいて OD 間の接続性を判定した上で，目的地

への到達可能率を地域別に算定し，その結果を地理

情報システム（GIS）に表示するシステムを構築する．

そして，構築したシステムの実用性を確認するため，

東日本大震災時の首都圏鉄道の運行再開過程を対象

に，地域別の帰宅可能状況を再現する．  

 

２．関連する既往研究 

交通ネットワーク上におけるOD間の接続性を評

価する研究として，例えばJeneliusら1)は，OD間の未

到達需要（unsatisfied demand）を用いた指標を提案し

ており，瀬戸ら2)は，非重複経路が最低N本存在する

ネットワークを対象に，OD ペア毎に最大非重複経

路を算出する方法を提案している． 

本研究で対象としている鉄道ネットワークは，道

路ネットワークと比較して路線密度が低く，代替経

路数も限られることから，Jeneliusらの指標を参考と

して用いることとする． 

  

３．構築するシステムの概要 

本研究では，鉄道の運行状況に基づく目的地への

到達可能性を定量的かつ視覚的に捉えるために，交

通需要分析手法と GIS を活用したシステムを構築す

る．具体的には，特定の線区が途絶した場合の OD

間の接続性を評価するため，各 OD ペアについて選

択可能な経路を列挙する．この際，ネットワークの

サービス水準（駅間所要時間，運賃，待ち時間，乗

り換え時間等）の情報を用意する必要がある． 

経路の選択肢集合については，次のような手順で

設定する．まず発ゾーンから着ゾーンまでの所要時

間が最短となる経路を探索する．次に発ゾーンから

駅へのアクセスリンクのうち所要時間の短い順に 3

駅を選択する．また，駅から着ゾーンへのイグレス

リンクにおいても同様に，所要時間の短い順に 3 駅

選択する．選択した駅同士で最短となる経路を探索

し，これらの経路を選択肢集合とする．なお，駅間

の経路はすべて鉄道のみを使った経路とする． 

次に，目的地への到達状況を表わす指標として，

式(1)のような到達率指標を設定する． 
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ここで， jP ：リンク k が途絶した場合のゾーン j

への到達可能率， ijQ ：リンク k が途絶した場合のゾ

ーン ij 間の到達可能トリップ数， allijQ , ：ゾーン ij 間

のトリップ数である．  

本研究では，1 本以上の経路が存在する場合を移動

可能と判定する．これより，鉄道ネットワークの代

替性と利用者の OD パターンを考慮して，目的地へ

の到達可能率を地域別に算定することが可能となる． 

  

４．東日本大震災時の復旧過程への適用 

４－１ 検討内容 
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本研究では，構築した手法を東日本大震災の際の

首都圏鉄道の運行再開過程へ適用し，地域別の帰宅

可能状況を把握する．そのために，時間帯別・ゾー

ン別の帰宅可能率を式(2)の通り定義する． 
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ここで， t
jP ：リンク k が途絶した場合のゾーン j

の時間帯 t の帰宅可能率， t
ijQ ：リンク k が途絶した

場合の時間帯 tのゾーン ij 間の帰宅可能トリップ数，

allijQ , ：ゾーン ij 間の帰宅目的トリップ数である．な

お，ここでも，OD 間で 1 本以上の経路が存在する場

合を帰宅可能とする． 

４－２ 利用データ 

分析に用いる OD 交通量は，平成 17 年時点のデー

タを用いる．ここで，OD 交通量は日単位であるため，

式(2)の時間帯毎の帰宅可能率は，当該時間帯にすべ

ての帰宅目的トリップが移動した場合を想定して算

出された値となる．また，対象地域のゾーン数は，

2,910 であり，各ゾーンの中心からは，最低 1 駅以上

のアクセスリンクを設定している． 

４－３ 分析結果 

図-1～図-3 に，各時点における地域別の帰宅可能

状況を示す．図-1 の 3 月 11 日 22 時時点は，東京地

下鉄と東京都交通局の一部路線，西武鉄道，相模鉄

道が再開した段階であり，これらの沿線を中心に帰

宅可能であることが分かる．ここで，地域別に帰宅

可能率が異なるのは，上述以外の路線が再開してい

ないことから，OD ペアによっては帰宅が不可能なた

めである．特に相模鉄道の沿線では帰宅可能率が

20%以下と低いが，これは相模鉄道に接続する路線

が運行再開していないためである． 

図-2 は翌 3 月 12 日 1 時の状況を示している．東京

圏西部の民鉄線が運転を再開したことから，広範な

地域で帰宅可能となっている．なお，部分的に帰宅

不可能なゾーンが存在しているのは，JR 東日本の各

路線が運行を停止していたためである． 

図-3 は，3 月 12 日 8 時の状況を示している．JR 東

日本の路線の多くが運転を再開しており，多くのゾ

ーンで帰宅可能となっている．  

以上より，路線毎の運転再開に伴って，帰宅可能

な状況を適切に再現できていることが確認された．  

 

 

図-1 3 月 11 日 22 時時点での帰宅可能状況 

 

図-2 3 月 12 日 1 時時点での帰宅可能状況 

 

図-3 3 月 12 日 8 時時点での帰宅可能状況 

５．おわりに 

本研究では，鉄道の運行状況に基づき OD 間の接

続性を評価し，目的地への到達可能率を地域別に算

定するシステムを構築した．今後の課題として，本

システムを用いて，首都直下地震発生時の鉄道の運

行再開のあり方を検討することなどが挙げられる． 
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